
令和２年４月人事異動概要

１ 令和２年度人事異動の概要について

２ 令和２年度奈良県公立学校教職員新規採用数について

令和２年４月２４日(金)

教 職 員 課



令和２年４月２４日奈 良 県 教 育 委 員 会
１ 令和２年４月教職員人事異動について１ 教職員人事異動方針教育に対する県民の期待と要望に応え、学校教育の一層の進展を期するため人事行政の秩序を保ち公正にして適切な人事異動を行う。(1) 各学校の教職員組織の充実と均衡を図るため、全県的な見地に立って、適材を適所に配置する。(2) 教職員の経験を豊かにし、気風の刷新を図るため、同一校長期勤務者の解消に努める。(3) 若手教職員の人材育成の観点から、多様な経験を積ませるために、積極的な人事異動に努める。(4) 児童・生徒の指導の充実強化を目指し教員の特性、経験を生かす異動に努める。２ 令和２年４月教職員人事異動の重点項目【小・中学校】(1) 新規採用後に配置された学校での勤務が４年以上となる者については、地域や学校の実情を考慮の上、全県的な見地に立って、県内全域の他市町村への異動を行う。その他の市町村間交流についても、積極的に異動を進め人材交流を活発化させる。(2) 女性管理職の積極的な登用を進める。(3) 管理職及び県教育委員会事務局指導主事等への若手教員の積極的な登用を進める。(4) 人材育成を目的とした特別支援学校及び国公立学校等との交流、並びに小中一貫教育及び特別支援教育・通級指導の充実を目的とした小・中学校間の交流を積極的に進める。【県立学校】(1) 高等学校については、地域・学科間及び若手教職員の異動並びに多様な人事交流を進める。(2) 特別支援学校については、新規採用後、４年以上の異動や異校種間の交流を進める。(3) 管理職及び県教育委員会事務局指導主事等への若手教員等の登用を図る。３ 異動件数(退職者含む)小・中 県立学校 事務局 合 計 前年度 増 減義務教育学校件 数 １,２３７ ３９２ １１２ 1,７４１ 1,６５１ ＋９０校長 ７９ １１ ９０ ７６ ＋１４退内 教頭 １０ １１ ２１ １７ ＋ ４事務長 ９ ９ ８ ＋ １一般 ２５９ １２０ ７ ３８６ ４２４ ▲３８職訳 計 ３４８ １５１ ７ ５０６ ５２５ ▲１９異 動 ８８９ ２４１ １０５ 1,２３５ １,１２６ ＋１０９前 年 度 １,１２８ ３９２ １３１ 1,６５１増 減 ＋１０９ ±０ ▲１９ ＋９０４ 異動件数の推移(退職者を除く)小・中 県 立 学 校 事 務 局 合 計義務教育学校令和２年４月 ８８９ ２４１ １０５ １,２３５平成31年４月 ７６６ ２３２ １２８ １,１２６平成30年４月 ７６２ ２５８ ８９ １,１０９平成29年４月 ７６８ ２８７ １２２ １,１７７平成28年４月 ７２８ ２５１ １０１ １,０８０



５ 年齢別退職者数小・中学校 県立学校 事務局 合 計 前年度 増減６０歳 ２３７ １１９ ４ ３６０ ３５２ ＋８５９歳以下 １１１ ３２ ３ １４６ １７３ ▲２７合 計 ３４８ １５１ ７ ５０６ ５２５ ▲１９前 年 度 ３６２ １６０ ３ ５２５増 減 ▲１４ ▲９ ＋４ ▲１９６ 校長・教頭への昇任 ( )内は女性で内数(1) 新校長 小 中 義務教育学校 県 立 計５０(9) ２１(1) ０(0) １３(1) ８４(11)前 年 度 ４８(10) １２(1) － １６(2) ７６(13)増 減 ＋２(▲1) ＋９(±0) ±０(±0) ▲３(▲1) ＋８(▲2)(2) 新教頭 小 中 義務教育学校 県 立 計４０(5) ２７(8) ０(0) ２２(3) ８９(16)前 年 度 ５１(15) ２０(2) － ２１(1) ９２(18)増 減 ▲１１(▲10) ＋７(＋6) ±０(±0) ＋１(+2) ▲３(▲2)７ 主な特徴異動件数(退職含む)については、小・中・義務教育学校が１，２３７件、県立学校が３９２件、事務局が１１２件で総数は１，７４１件となり、昨年と比して９０件の増となった。【小・中学校】(1) 若手教職員の人材育成の観点から採用後初回異動者を他市町村を基本に積極的な異動を推進及びその他の市町村間交流の積極的な異動の推進。(2) 女性管理職の登用(昇任)小・中・義務教育学校の女性管理職には２３名(対前年▲５)を登用(昇任)し、女性管理職数は １０２名（対前年＋８）となった。全管理職に占める女性の割合は、１７．８％（対前年＋１．８）となった。(3) ミドルリーダーの育成及び管理職・事務局指導主事等への若手教員(４９歳以下)の登用① 小・中・義務教育学校の教頭登用 ４７名(対前年 ＋ ９)② 県教育委員会事務局等への登用 １３名(対前年 ▲ ４)③ 市町村教育委員会事務局等への登用 １３名(対前年 ▲ ６)④ 大学院等研修派遣 ９名(対前年 ＋ １)(4) 校種間交流等の人事交流の促進① 小・中・義務教育学校間の円滑な連携を進めるための交流 ４０件(対前年 ▲１１)② 小・中・義務教育学校の特別支援教育充実のための特別支援学校との交流５件(対前年 ＋ ２)③ 国立大学附属小・中学校との人事交流 ４件(対前年 ± ０)※継続を除く



【県立学校】(1) 地域・学科間及び若手教職員の異動並びに多様な人事交流の推進（高校）①地域間の交流北部から中南部 ２８件（対前年＋５）中部から北南部 ２０件（対前年＋１）南部から北中部 １７件（対前年▲３）②実業を中心とする専門学科と普通科の交流 ２７件（対前年▲９）③市町村立学校との交流奈良市立一条高等学校 県→市 １件 市→県 １件大和高田市立高田商業高等学校 県→市 １件 市→県 ０件※継続を除く④大学院等研修派遣 ２件（対前年±０）(2) 新規採用から４年以上同一校勤務者の異動や異校種間の交流の推進（特別支援学校）①特別支援学校における新規採用者の早期異動新規採用から４年以上同一校勤務者の異動 １７件（対前年▲１）うち障害種別の異なる学校間の異動 ８件②異校種間人事交流対高等学校 ３件（対前年±０）高等学校→特別支援学校 １件特別支援学校→高等学校 ２件特別支援学校→小・中学校 ６件（対前年＋２）(3) 管理職及び県教育委員会事務局指導主事等への若手教員等（４９歳以下）の登用①県教委事務局への登用 １３名（対前年＋３）②県立学校教頭登用 ２名（対前年±０）【教育委員会事務局】(1) 効果的な子ども支援のための組織の再編成① 特別支援教育推進室の設置特別支援教育の一層の推進を図るため、学校教育課特別支援教育係と教育研究所特別支援教育部を統合し、特別支援教育推進室を新設。② 生徒指導支援室の再編不登校等学校不適応の児童生徒に対する教育支援体制の充実を図るため、従来生徒指導支援室で行っていた不登校への対応や、義務教育諸学校の指導支援業務を行う組織として、教育研究所に「教育支援部」を新設。生徒指導行政や県立学校の指導支援に関する業務を学校教育課に移管し、生徒指導支援室を発展的に解消。(2) 教育研究所組織名の改称教育の情報化を通じて、21世紀を生き抜く力を育む新たな学習スタイル・授業感を創造するため、「教科・情報研究部」を「教育情報化推進部」に改称するとともに、係の役割を明確にするため、「教科教育係」を「学習指導係」に、「ＩＣＴ教育係」を「事業推進係」に改称。



２ 令和２年度奈良県公立学校教職員新規採用者数１ 校種別校 種 職 種 令和２年度 平成３１年度 増 減 備 考教 諭 １２０ １４６ ▲２６小学校 養護教諭 ７ ６ ＋ １栄養教諭 ５ ６ ▲ １教 諭 １０６ ９７ ＋ ９ 国15,社13,数13,理14,音６,美８,中学校 保体12,技３,家３,英19養護教諭 ２ ２ ０栄養教諭 ０ ０ ０教 諭 ７５ ７４ ＋ １県立学校 養護教諭 １ ２ ▲ １栄養教諭 １ ０ ＋ １実習助手 ２ ３ ▲ １寄宿舎指導員 ０ ０ ０小・中・高等学校事務職員等 １６ １１ ＋ ８教 諭 ３０１ ３１７ ▲１６養護教諭 １０ １０ ０栄養教諭 ６ ６ ０全 体 実習助手 ２ ３ ０寄宿舎指導員 ０ ０ ０事務職員等 １６ １１ ＋ ５計 ３３５ ３４７ ▲１２２ 男女別校 種 採用数 男 昨年 女 昨年小学校 １２０ ５５（45.8%） 45.9% ６５（54.2%） 54.1%中学校 １０６ ６８（64.2%） 63.9% ３８（35.8%） 36.1%高等学校 ４９ ３０（61.2%） 55.0% １９（38.8%） 45.0%特別支援学校 ２６ １０（38.5%） 55.9% １６（61.5%） 44.1%養護教諭 １０ ０（0%） 0% １０（100%） 100%栄養教諭 ６ ０（0%） 0% ６（100%） 100%実習助手 ２ １（50.0%） 66.7% １（50.0%） 33.3%事務職員 １６ ４（25.0%） 63.6% １２（75.0%） 36.4%全 体 ３３５ １６８（50.1%） 51.6% １６７(49.9%） 48.4%


